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◆業務内容に応じた発注方式の選定
以下の調達方式の選定フローを参考に調達方式を選定する。

1

業務内容に応じた入札契約の選定（入契手続きの流れ）

※１ 予定価格の算出においてその過半に見積を活用する業務であっても、業務の内容が技術的に高度ではないもの又は専門的な技術
が要求される業務ではない簡易なもの等については総合評価落札方式又は価格競争方式を選定できる。

※２ 調達方式については、「標準的な業務内容に応じた発注方式の適用」を基本とする。
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品質確保基準価格による低価格入札対策の試行

※ 品質確保基準価格の算出方法は、調査基準価格の算出方法による。

●履行確実性評価を１，０００万円以下の総合評価落札方式にも適用。
調査基準価格に相当する品質確保基準価格を１，０００万円以下の総合評価方式に設定する。
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建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用

●プロポーザル
①．プロポーザル方式

公募型プロポーザル
簡易公募型プロポーザル
標準プロポーザル ※原則適用しない

●競争入札

②．総合評価落札方式（標準型）
公募型総合評価（１：２～１：３）
簡易公募型総合評価（１：２～１：３）

③．総合評価落札方式（簡易型）
簡易公募型総合評価（１：１）

④．価格競争方式
公募型競争
簡易公募型競争
通常指名型競争

ガイドライン適用に伴う業務内容及び予定価格を考慮した発注方式一覧
以下のとおり平成２７年度の運用ガイドライン適用に伴う発注方式を設定する。
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標準的な業務内容に応じた発注方式の適用（１）

【地質における標準的な業務内容の適用】

知

識

構想力・応用力

価格競争方式 総合評価落札方式

プロポーザル方式

トンネル変状調査・解析

地盤環境調査（とりまとめ）※

ボーリング調査（支持層確認、

改良チック等）

ボーリング調査

（設計、解析用）

耐震調査

計器設置及び観測作業（設置・観測のみ）

計器設置及び観測（計画～解析）

地下水調査（観測）

地盤環境調査（採取、分析）

軟弱地盤調査・検討（安定・沈下・液状化等）

地すべり対策工検討設計（地質解析を含む）

地表地質踏査及び資料収集

地質リスク調査検討

動的応答解析

防災点検

防災点検（総合診断）

地質調査計画策定

施工時計測管理地質総合解析

地盤環境調査（解析、対策検討）

土構造物等の点検

ボーリング調査（高

度安全管理、高品
質コア等）

地下水調査（とりまとめ） ※

物理（弾性波等）探査

地すべり対策工検討設計（地質解析を含まない）

地下水調査・解析（浸透流、広域地下水、渇水影響等）地下水調査（解析・検討）

※印の地下水調査（とりまとめ）、地盤環境調査（とりまとめ）につ

いては、以下のような場合などで、価格競争方式でも妥当である
内容も含まれるため、弾力的な運用を行うこと。

・地下水調査：既存の井戸等を利用した標準的な観測等では、
とりまとめ作業は価格競争でも十分な成果が得られる。

・地盤環境調査：有害物質（六価クロム）の試料採取・分析と観

測値とりまとめ（基準値内かどうかの判定）等の標準的な作業
は価格競争でも十分な成果が得られる。

【Ｈ２６試行】

標準的な発注方式の適用を以下のとおり設定する。
測量・地質・河川・道路については、平成２６年５月９日付け（国官技第１１号）の「【Ｈ２６試行】発注方式選定表」による

ＨＰ公表
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【測量における標準的な業務内容の適用】

知

識

構想力 ・ 応用力

プロポーザル方式総合評価落札方式

価格競争方式

基準点測量※ 土地区画整理測量

数値図化（デジタルマッピング）

画像解析／計測／判読②
【計測を主とするもの】

データ共有／総合GIS

地籍測量

現地測量（地形測量）

水準測量※

定期縦横断測量

地図編集

【Ｈ２６試行】

既成図数値化

深浅測量②
【標準的なもの】

一筆調査（E工程）

各種台帳作成②
【地形測量を主とするもの】

深浅測量①
【高い精度を求めるなど技術的に高度なもの】

空中写真測量

航空レーザ測量

GIS/CADデータ化

写真地図作成（デジタルオルソ）

航空レーザ測量（応用解析含む）②
【応用解析を含むもの】

都市計画図

基盤地図情報作成

地図編集（特殊ケース）

境界線上のものを分割 プロポへ移動等 総合評価へ移動等 価格へ移動等

その他の応用測量②
（主題図データファイル作成）

【計測を主とするもの】

移動計測車両による測量②
【計測を主とするもの】

用地測量※

路線測量

復旧測量

航空レーザ測量（応用解析含む）①
【応用解析を含んだ上で使用目的に

後工程（GIS、3次元地形等）があるもの】

画像解析／計測／判読①
【判読を主とするもの。また、使用目的に
後工程（GIS、3次元地形等）があるもの】

その他の応用測量①
（主題図データファイル作成）

【解析のための判読を主とするもの】

修正測量

各種台帳作成①
【地形測量と調書を主とするもの以外】

移動計測車両による測量①
【応用解析を主とするもの。また、使用目的に

後工程（GIS、3次元地形等）があるもの】

河川測量※ 地籍測量①
【国土調査法第10条2項による作業】

地籍測量②
【国土調査法第10条2項による作業を除く】

水文観測③
【標準的な観測手法によるもの】

水文観測②
【高度な観測手法を用いるもの

（ADCP計測による観測（解析を含まないもの）等）】

水文観測①
【ADCP計測、画像解析等
を用い解析を含むもの】

※印の工種は、現地等の
条件が通常の仕様で実施
できない場合は、総合評価
落札方式を選定すること。

標準的な業務内容に応じた発注方式の適用（２） ＨＰ公表
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技術者評価型プロポーザル

価格競争入札 技術者評価型プロポーザル

総合評価型

プロポーザル

総
合
評
価
型
プ
ロ

ポ
ー
ザ
ル
ま
た
は
コ
ン

ペ

知

識

構想力･応用力

価格競争

施設点検調査②
【標準的な調査】

耐震性能照査③
【簡易式による判定を行う業務】

河川台帳作成

河川景観設計②
【以下を含まないもの】

・景観上の制約
・設計前のデザインの比較検討
・検討委員会の運営

洪水予測システム検討
治水経済調査②

【統計データを用いた集計】

環境管理基本計画

環境アセスメント②
【追加調査及び取りまとめ】

事業評価 河川整備基本方針

河川整備計画
河道計画検討

施設健全度調査②
【標準的な調査】

自然再生計画検討

特殊構造物 予備・詳細設計

（樋門・樋管・排水機場等以外）

プロポーザル方式

氾濫解析②
【既存の解析モデルによる再現又は予測計算】

水文観測③
【標準的な観測手法に

よるもの】

水文データ照査検討

総合評価落札方式

河川水辺の国勢調査

河川構造物 詳細設計

（樋門・樋管・排水機場等）

河川構造物 予備設計②
（樋門・樋管・排水機場等）
（標準積算基準対象施設）

境界線上のものを分割 プロポへ移動等 新規に追加総合評価へ移動等

河川構造物 予備設計①
（樋門・樋管・排水機場等）

（標準積算基準対象施設以外）

氾濫解析①
【解析モデルの構築又は改良、高度化】

治水経済調査①
【基準の見直し、新基準の検討】

環境アセスメント①
【企画立案から実施するもの、

方法書作成等】

危機管理時の体制・対応等の検討
（危機管理演習を含む）

河川景観設計①
【以下のいずれかを含むもの】

・景観上の制約
・設計前のデザインの比較検討
・検討委員会の運営

水文観測②
【高度な観測手法を用いるもの

（ADCP計測による観測（解析を含まないもの）等）】

水質観測②
【水質調査（採水・水質分析のみ）（プランクトン同定を除く）】

水質観測①
【微量化学物質調査等の精度管理を行うもの、
水質調査（その他、プランクトン同定を含む）】

耐震性能照査②
【静的解析・動的解析を含むもの

（大規模構造物等以外）】

総合土砂管理計画の検討

河川環境情報図
の作成

総合治水に関する検討

水循環に関する検討

生態学的な検討

維持管理計画検討

その他技術的に高度な業務

耐震性能照査①
【静的解析・動的解析を含むもの（大規模構造物等）】堤防・護岸設計③

【現地条件変更による修正設計、

小構造物設計図集に掲載の
構造物の数量、図面作成】

価格競争へ移動等

水文観測①
【ADCP計測、画像解析等

を用い解析を含むもの】

堤防・護岸設計②
【標準的な設計（浸透流解析等の検討を含む）】

堤防・護岸設計①
【高度な軟弱地盤対策や調査・解析等の検討を含むもの】

施設点検調査①
【大規模構造物等、

高度な技術を用いるもの】

施設健全度調査①
【大規模構造物等、

高度な技術を要するもの】

【Ｈ２６試行】

【河川における標準的な業務内容の適用】

標準的な業務内容に応じた発注方式の適用（３） ＨＰ公表
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【道路における標準的な業務内容の適用】

知

識

構想力 ・ 応用力

プロポーザル方式

総合評価落札方式価格競争方式

定期点検結果の診断

道路予備設計（用地幅決定）

構造物詳細・補修設計（一般）

道路予備設計（中心線決定）

事業評価②
【交通量予測結果に基づき便益計算のみ行うもの】

防災対策検討
【工法検討を行うも
の、委員会運営伴う
もの】

環境基礎調査（文献・現地調査等）②
【補足・継続調査】

交通安全・渋滞対策等検討
【事故分析、渋滞分析、
委員会運営】

道路・交通等現況分析①
【マニュアル等で手法が決まっているものを除き、調査計画、企画立案を伴うもの等】

道路・橋梁等構造物景観設計

道路網整備計画検討

定期点検、緊急点検

交差点設計（一般）

道路詳細設計（修正）

環境調査【常観等定型的調査】

交通量観測

各種資料作成他

構造物予備設計（一般）

環境アセスメント②
【調査項目の追加補足調査及びそのとりまとめ】

道路・交通等現況分析②
【マニュアル等で手法が決まっているもの】

構造物予備設計（大型・特殊）

道路概略設計（路線比較検討、最適路線選定）②
【既存ルートの部分的見直し】

道路概略設計（路線比較検討、最適路線選定）①
【新規にルーティングを行うもの等】

構造物詳細・補修設計（大型、特殊）

事業評価①
【全体計画を含むもの等】

環境基礎調査（文献・現地調査等）①
【企画立案から実施するもの、貴重種を含むもの】

交差点設計（大規模立体）

交通需要予測検討

整備効果分析検討
【データ収集、簡易な分析のみ】

整備効果分析検討
【企画立案から実施するもの、
委員会を運営を伴うもの】

環境アセスメント①
【企画立案から実施するもの、方法書作成等】

水文調査（分析等含む）

境界線上のものを分割 プロポへ移動等 新規に追加

防災対策設計
【詳細設計のみ】

交通安全・渋滞対策設計
【予備・詳細設計のみ】

交差点設計（立体）

総合評価へ移動等

整備効果収集・整理
【データ収集、簡易な分析のみ】

道路詳細設計（一般）
【新規に実施するもの
構造物を含むもの】

ＰＩプロセス 社会実験実施

【Ｈ２６試行】

標準的な業務内容に応じた発注方式の適用（４） ＨＰ公表
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【都市における標準的な業務内容の適用】

標準的な業務内容に応じた発注方式の適用（５） ＨＰ公表
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【下水における標準的な業務内容の適用】

標準的な業務内容に応じた発注方式の適用（６） ＨＰ公表
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発注方式別の項目配点の標準配点例（１）

１）選定・指名段階
評価項目毎の評価基準

設
定

プロポ
（総合

評価型）

プロポ
（標準）

総合

評価
（標準型）

総合

評価
（簡易型）

競争
（簡易公募

以上）

A評価
(100%)

B評価
(50%)

加点しない 選定しない

技術部門登録 ◎ 5 5 5 5 5 3 0 －

同種又は類似業務等の実績

（過去10年度間+α）
◎ 10 10(5) 10(5) 10(5) 10(5) 5(3) － 実績無

迅速性（営業拠点） － 設定しない 確認のみ 確認のみ 確認のみ － － － －

当該事務所、周辺での受注

実績（過去10年度間+α）
○ 設定しない (5) (5) (5) (5) (3) (0) －

15(15%) 15(15%) 15(15%) 15(15%) － － － －

業務の成績

（過去２年度間+α）
◎ 30 30 30 30

30<100%>
23<75%>　15<50%>

11<35%>　7<25%>

3<10%>
0 －

業務表彰の有無

（過去２年度間+α）
◎ 5 5 5 5 5

B:3

B':2
0 －

計 35(35%) 35(35%) 35(35%) 35(35%) － － － －

50(50%) 50(50%) 50(50%) 50(50%) － － － －

技術者資格等 ◎ 10(5) 10(5)(-) 10(5)(-) 10(5)(-) 10(5) 5(3) 0 －

同種又は類似業務等の実績
（過去10年度間+α）

◎ 5 5 5 5 5 3 － 実績無

手持ち業務金額及び件数 － 確認のみ 確認のみ 確認のみ 確認のみ － － － 業務量超過

当該業務従事期間 ○ (5) (5) (5) (5) (5) (3) (0) －

当該事務所、周辺での受注

実績（過去10年度間+α）
○

原則設定し

ない
(5) (5) (5) (5) (3) (0) －

15(15%) 15(15%) 15(15%) 15(15%) － － － －

業務の成績

（過去４年度間+α）
◎ 30 30 30 30

30<100%>
23<75%>　15<50%>

11<35%>　7<25%>

3<10%>
0 －

業務表彰の有無
（過去４年度間+α）

◎ 5 5 5 5 5
B:3
B':2

0 －

35(35%) 35(35%) 35(35%) 35(35%) － － － －

50(50%) 50(50%) 50(50%) 50(50%) － － － －

業務実施体制の妥当性 － － － － － － － － －

合計 100(100%) 100(100%) 100(100%) 100(100%) － － － －

※αは、公示日までの期間

評価
項目

評価
内容

評価の着目点

資格

　・
実績

企業 企業

成績

・
表彰

集計

計

発注方式

資格

　・
実績

成績

・
表彰

予定
技術

者

管理
技術

者

集計

計

計

設定

無

設定

無

C評価(0%)

Ｈ２６年から変更なし 企業：５０点、予定技術者：５０点

ＨＰ公表



評価項目毎の評価基準

設

定

プロポ
（総合評価

型）

プロポ
（標準）

総合評価
（標準型）

（１：３）

総合評価
（標準型）

（１：２）

総合評価
（簡易型）

（１：１）

A評価

(100%)

B評価

(50%)
加点しない 選定しない

技術者資格等 ◎ 10(5) 10(5) 10(5) 10(5) 10(5) 10(5) 5(3) 0(0) －

同種又は類似業務等の実績 ◎ 5 5 5 5 5 5 3 － 実績無

当該業務従事期間 ○ (5) (5) (5) (5) (5) (5) (3) (0) －

ＣＰＤの取得状況 ◎ 2 2 2 2 2 2 1 0 －

当該事務所、周辺での受注実績 ○ 原則設定しない 設定しない (5) (5) (5) (5) (3) (0) －

17(8.5%) 17(8.5%) 17(8.5%) 17(11.3%) 17(17%) － － － －

業務の成績

（過去４年度間+α）
◎ 28 28 28 28 28

28<100%>
21<75%> 14<50%>

10<35%>  7<25%>

3<10%>
0 －

業務表彰の有無

（過去４年度間+α）
◎ 5 5 5 5 5 5

B:3

B':2
0 －

手持ち業務件数、金額 － 確認のみ 確認のみ 確認のみ 確認のみ 確認のみ － － － 業務量超過

33(16.5%) 33(16.5%) 33(16.5%) 33(22%) 33(33%) － － － －

担当技術者 上記管理技術者の項目を準用 ○ ・必要に応じ追加評価項目とし、管理技術者の割合に包含する － － － －

照査技術者 上記管理技術者の項目を準用 ○ ・評点ウェートについては、管理技術者２：１担当技術者とする － － － －

集計 ○ 50(25%) 50(25%) 50(25%) 50(33%) 50(50%) － － － －

発注方式

資格

　・

実績

成績

・

表彰

評価
項目

評価
内容

評価の着目点

管理

技術

者予定

技術

者

計(%)

計(%)

C評価(0%)

11

発注方式別の項目配点の標準配点例（２）

※橋梁（鋼橋）、橋梁（コンクリート橋）、トンネルの点検、診断業務以外に適用

２－①）特定・入札段階（予定技術者）
「技術者資格登録簿」の区分に該当する資格の記載がない場合。
又は、「技術者資格登録簿」の区分に該当があり、管理技術者に係る資格のみ記載がある場合

Ｈ２６年から変更あり
予定技術者の評価にＣＰＤが追加（２点）
業務の成績が３０点から２８点に変更

選定・指名段階の予定技術者評価と配点が変更

ＨＰ公表



12

発注方式別の項目配点の標準配点例（３）

※橋梁（鋼橋）、橋梁（コンクリート橋）、トンネルの点検、診断業務以外に適用

２－①）特定・入札段階（実施方針・評価テーマ）
「技術者資格登録簿」の区分に該当する資格の記載がない場合。
又は、「技術者資格登録簿」の区分に該当があり、管理技術者に係る資格のみ記載がある場合

Ｈ２６年から変更なし

ＨＰ公表

評価項目毎の評価基準

設

定

プロポ
（総合評価

型）

プロポ
（標準）

総合評価
（標準型）

（１：３）

総合評価
（標準型）

（１：２）

総合評価
（簡易型）

（１：１）

A評価

(100%)

B評価

(50%)
加点しない 選定しない

業務理解度 目的・条件・内容の理解 ◎ 10 10 10 10 20 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

実施手順の妥当性 ◎ 10 10 10 10 10 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

業務量把握の妥当性 ◎ 5 5 5 5 10 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

重要事項の指摘 ◎ 5 5 5 5 10 100% 50% 0% －

円滑な実施に関する提案 ○
設定時は上記

に含む

設定時は上記

に含む

設定時は上記

に含む

設定時は上記

に含む

設定時は上記

に含む
－ － － －

30(15%) 30(15%) 30(15%) 30(20%) 50(50%) － － － －

全体 整合性 特定（評価）テーマ間の整合性 ○ [20] [20] ［20］(-) － 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

与条件との整合 ◎ 30(20)[15] 30(20)[15] 15［15］(10) 20(15)[15] 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

論理的な整理 ◎ 30(20)[15] 30(20)[15] 15［15］(10) 20(15)[15] 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

事業重要度の考慮 ○ (10) (10) (5) (10)[5] 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

事業難易度の考慮 ○ (10) (10) (5) (10)[5] 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

説得力 ◎ 30(20)[10] 30(20)[10] 15［10］(5) 15(10)[10] 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

提案内容の裏付け ◎ 30(20)[10] 30(20)[10] 15［10］(5) 15(10)[10] 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

利用予定資料の適切性 ○ (10) (10) (5) (10)[5] 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

想定事業費の適切性 ○ (10) (10) (5) (10)[5] 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

高度の検討・解析手法 ○ (10) (10) 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

既存分野の統合化提案 ○ (10) (10) 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

実的確性・実用性（独創性）について上

記を準用
○ [50] [50] 60[50](60) 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

120(60%) 120(60%) 120(60%) 70(46.7%) － － － －

参考見積 － － － － －

技術評価の配点割合 200(100%) 200(100%) 200(100%) 150(100%) 100(100%) － － － －

※αは、公示日までの期間

発注方式

設定無

設定無

特定

（評

価）

テー

マ１

的確性

業務規模と大きく乖離がある

場合非特定

実施手順

その他

特定

（評

価）

テー

マに

対す

る技

術提

案

設定無

設定無

評価
項目

評価
内容

評価の着目点

実施

方針

等

特定（評価）

テーマ２

業務コストの妥当性

実現性

独創性

計(%)

計(%)

C評価(0%)



評価項目毎の評価基準

設

定

プロポ
（総合評価

型）

プロポ
（標準）

総合評価
（標準型）

（１：３）

総合評価
（標準型）

（１：２）

総合評価
（簡易型）

（１：１）

A評価

(100%)

B評価

(50%)
加点しない 選定しない

技術者資格等 ◎ 10(5) 10(5) 10(5) 10(5) 10(5) 10(5) 5(3) 0(0) －

同種又は類似業務等の実績 ◎ 5 5 5 5 5 5 3 － 実績無

当該業務従事期間 ○ (5) (5) (5) (5) (5) (5) (3) (0) －

ＣＰＤの取得状況 ◎ 2 2 2 2 2 2 1 0 －

当該事務所、周辺での受注実績 ○ 原則設定しない 設定しない (5) (5) (5) (5) (3) (0) －

17(8.5%) 17(8.5%) 17(8.5%) 17(11.3%) 17(17%) － － － －

業務の成績

（過去４年度間+α）
◎ 25 25 25 25 25

25<100%>
19<75%>  13<50%>

 9<35%>  6<25%>

 3<10%>

0 －

業務表彰の有無

（過去４年度間+α）
◎ 5 5 5 5 5 5

B:3

B':2
0 －

手持ち業務件数、金額 － 確認のみ 確認のみ 確認のみ 確認のみ 確認のみ － － － 業務量超過

30(15%) 30(15%) 30(15%) 33(20%) 30(30%) － － － －

担当技術者 技術者資格等 ◎ 3 3 3 3 3 3 2 0 －

照査技術者 上記管理技術者の項目を準用 ○ ・評点ウェートについては、管理技術者２：１担当技術者とする － － － －

集計 ○ 50(25%) 50(25%) 50(25%) 50(33%) 50(50%) － － － －

評価
項目

評価
内容

評価の着目点

発注方式

予定

技術

者

管理

技術

者

資格

　・

実績

計(%)

成績

・

表彰

計(%)

C評価(0%)

※橋梁（鋼橋）、橋梁（コンクリート橋）、トンネルの点検、診断業務に適用

２－②）特定・入札段階（予定技術者）
「技術者資格登録簿」の区分に該当があり、担当技術者に係る資格のみ記載がある場合。
又は、「技術者資格登録簿」の区分に該当があり、管理技術者及び担当技術者に係る資格の記載がある場合

発注方式別の項目配点の標準配点例（４）

13

選定・指名段階の予定技術者評価と配点が変更

Ｈ２６年から変更あり
予定技術者の評価にＣＰＤが追加（２点）
業務の成績が３０点から２５点に変更
担当技術者の評価が追加（３点）

ＨＰ公表



※橋梁（鋼橋）、橋梁（コンクリート橋）、トンネルの点検、診断業務に適用

２－②）特定・入札段階 ※橋梁（鋼橋）、橋梁（コンクリート橋）、トンネルの点検、診断業務に適用
「技術者資格登録簿」の区分に該当があり、担当技術者に係る資格のみ記載がある場合。
又は、「技術者資格登録簿」の区分に該当があり、管理技術者及び担当技術者に係る資格の記載がある場合

発注方式別の項目配点の標準配点例（５）

14
Ｈ２６年から変更なし

ＨＰ公表

評価項目毎の評価基準

設

定

プロポ
（総合評価

型）

プロポ
（標準）

総合評価
（標準型）

（１：３）

総合評価
（標準型）

（１：２）

総合評価
（簡易型）

（１：１）

A評価

(100%)

B評価

(50%)
加点しない 選定しない

業務理解度 目的・条件・内容の理解 ◎ 10 10 10 10 20 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

実施手順の妥当性 ◎ 10 10 10 10 10 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

業務量把握の妥当性 ◎ 5 5 5 5 10 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

重要事項の指摘 ◎ 5 5 5 5 10 100% 50% 0% －

円滑な実施に関する提案 ○
設定時は上記

に含む

設定時は上記

に含む

設定時は上記

に含む

設定時は上記

に含む

設定時は上記

に含む
－ － － －

30(15%) 30(15%) 30(15%) 30(20%) 50(50%) － － － －

全体 整合性 特定（評価）テーマ間の整合性 ○ [20] [20] ［20］(-) － 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

与条件との整合 ◎ 30(20)[15] 30(20)[15] 15［15］(10) 20(15)[15] 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

論理的な整理 ◎ 30(20)[15] 30(20)[15] 15［15］(10) 20(15)[15] 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

事業重要度の考慮 ○ (10) (10) (5) (10)[5] 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

事業難易度の考慮 ○ (10) (10) (5) (10)[5] 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

説得力 ◎ 30(20)[10] 30(20)[10] 15［10］(5) 15(10)[10] 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

提案内容の裏付け ◎ 30(20)[10] 30(20)[10] 15［10］(5) 15(10)[10] 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

利用予定資料の適切性 ○ (10) (10) (5) (10)[5] 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

想定事業費の適切性 ○ (10) (10) (5) (10)[5] 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

高度の検討・解析手法 ○ (10) (10) 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

既存分野の統合化提案 ○ (10) (10) 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

実的確性・実用性（独創性）について上

記を準用
○ [50] [50] 60[50](60) 100% 50% 0%  記載内容判断不可等

120(60%) 120(60%) 120(60%) 70(46.7%) － － － －

参考見積 － － － － －

技術評価の配点割合 200(100%) 200(100%) 200(100%) 150(100%) 100(100%) － － － －

※αは、公示日までの期間

評価
項目

評価
内容

評価の着目点

発注方式

実施

方針

等

実施手順

その他

計(%)

特定

（評

価）

テー

マに

対す

る技

術提

案

設定無

特定

（評

価）

テー

マ１

的確性

実現性

独創性

設定無

設定無

特定（評価）

テーマ２

計(%)

業務コストの妥当性
業務規模と大きく乖離がある

場合非特定
設定無

C評価(0%)



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

四国地方整備局

調査・設計等業務における
ＣＰＤ（継続教育）の活用について

15

ＨＰ公表



ＣＰＤ（継続教育）の活用について

○入札説明書の記載例

【土木関係コンサルタント・地質調査業務】
・建設系CPD協議会の各構成団体※が発行するCPDの取得実績を記載する。
・取得単位の証明として、建設系CPD協議会の各構成団体が発行するCPDの登録証明書等の写しを添付すること。
なお、単位取得の証明期間は、１年とする。

・証明書は１件とし、当該業務の公示日から過去１年以内又は公示日以降に発行されたものであること。また、公示
日から過去1年以内に取得単位の証明期間の一部が含まれていること。

・記載様式は様式―２とする

【測量業務】
・測量系CPD協議会が発行するCPDの取得実績を記載する。
・取得単位の証明として、測量系CPD協議会が発行するCPDの登録証明書等の写しを添付すること。なお、単位取
得の証明期間は、１年とする。

・証明書は１件とし、当該業務の公示日から過去１年以内又は公示日以降に発行されたものであること。また、公示
日から過去1年以内に取得単位の証明期間の一部が含まれていること。

・記載様式は様式―２とする

○参加証明書の様式
様式－２（配置予定○○技術者の経歴等）に追加

16

ＨＰ公表

⑪CPD取得状況 継続教育(CPD)の登録証明書等を添付すること（１件） 

団体名 証明期間（１年） 証明書発行年月日 取得単位 

 平成 年 月 日～ 年 月 日 平成  年 月 日  

 注）ＣＰＤの登録証明書等の添付が無いもの及び、複数件の証明書を添付したものは、加点しない。



ＣＰＤ（継続教育）の活用について

○評価期間の考え方

社団法人 空気調和・衛生工学会
一般財団法人 建設業振興基金
一般社団法人 建設コンサルタンツ協会
公益社団法人 地盤工学会
一般社団法人 全国上下水道コンサルタント協会
一般社団法人 森林・自然環境技術者教育会
一般社団法人 全国測量設計業協会連合会
社団法人 全国土木施工管理技士会連合会

公益社団法人 土木学会
土質・地質技術者生涯学習協議会
社団法人 日本環境アセスメント協会
公益社団法人 日本コンクリート工学会
公益社団法人 日本技術士会
社団法人 日本建築士会連合会
社団法人 日本造園学会
公益社団法人 日本都市計画学会
社団法人 農業農村工学会

※建設系CPD協議会の加盟団体（平成２６年１２月現在） （建設系ＣＰＤ協議会ＨＰより）

17

ＨＰ公表

過去１年間 公示日

◎

証明期間：１年間 証明書発行日

５５単位／年 評価する

登録単位：５５単位

証明期間：１年間 証明書発行日

○ ５０単位／年 評価する

登録単位：５０単位

証明期間：6ヶ月 証明書発行日

３０単位／年 評価する

登録単位：３０単位

証明期間：１年間 証明書発行日

ケース４ ○ ４０単位／年 評価する

登録単位：４０単位

証明期間：１年間 証明書発行日

ケース５ ０単位／年 評価しない

登録単位：１００単位

証明期間：２年間 証明書発行日

０単位／年 評価しない

登録単位：１３０単位

証明期間：１年間 証明書発行日

０単位／年 評価しない

登録単位：７０単位

ケース３ 　　○

○

ケース６ ○

ケース７ ○

評価

ケース１ ○

ケース２

評価単位



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

四国地方整備局

調査・設計等業務における
技術者資格登録規程の活用について

ＨＰ公表
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測量
（地質）
調査

設計

国

計画 設計 施 工 維持管理

工事

発 注 発 注発 注発 注

（概念図）

点検 診断
補修
設計

発 注

計画

発 注

【登録規程の告示（H26.11.28） 】
維持管理分野における民間資
格の登録制度

○施設等の対象 ： 国土交通省所管の社会資本分野のうち、土木構造物等。

○業務の対象 ： 工事完成後の点検、診断、 補修設計等。

（計画、測量、調査、設計は、今回の登録規程の対象外）

（ 都道府県、 市町村 ）

調査

平成26 年11 月の「公共工事に関する調査・設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」
（平成26 年国土交通省告示第1107 号。以下「登録規程」という。）の告示に伴う民間資格の登録
制度の対象とする業務

１．「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」の概要

民間資格の登録制
度の対象業務

（測量法）
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登録資格の対象となる者:

今回の登録規程に位置付けた施設分野-業務-知識・技術の対象となる者
橋梁（鋼橋）、橋梁（コンクリート橋）、トンネル、砂防設備、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設、海岸堤防等、

港湾施設、空港施設、公園施設（遊具）の１０施設の点検、診断、補修設計の業務。

道路 砂防 海岸 港湾 空港 都市公園

業 務

橋
梁
（
鋼
橋
）

橋
梁
（
コ
ン
ク
リ
ー
ト
橋
）

ト
ン
ネ
ル

砂
防
設
備

地
す
べ
り
防
止
施
設

急
傾
斜
地
崩
壊
防
止
施

設

海
岸
堤
防
等

港
湾
施
設

空
港
施
設

公
園
施
設
（
遊
具
）

点 検

診 断

補修設計

施

設

分

野

管理技術者

担当技術者

管理技術者と担当技術者の両者

２．「登録規程」に位置づけた対象施設と対象業務と資格の対象となる者

注）本表以外に港湾施設における「計画策定」の業務がある。
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３．「登録規程」に基づいて技術資格登録簿に民間資格を登録

施設分野 業務区分 知識・技術を求める者 資 格 名 資格付与事業又は事務を行う者

砂防設備 点検・診断 管理技術者 ＲＣＣＭ（河川、砂防及び海岸・海洋） （一社）建設コンサルタンツ協会
地すべり防止施設 点検・診断 管理技術者 ＲＣＣＭ（河川、砂防及び海岸・海洋） （一社）建設コンサルタンツ協会
地すべり防止施設 点検・診断 管理技術者 地すべり防止工事士 （一社）斜面防災対策技術協会
急傾斜地崩壊防止施設 点検・診断 管理技術者 ＲＣＣＭ（河川、砂防及び海岸・海洋） （一社）建設コンサルタンツ協会
海岸堤防等 点検・診断 管理技術者 ＲＣＣＭ（河川、砂防及び海岸・海洋） （一社）建設コンサルタンツ協会
海岸堤防等 点検・診断 管理技術者 上級土木技術者（海岸・海洋）コースＢ （公社）土木学会
海岸堤防等 点検・診断 管理技術者 上級土木技術者（流域・都市）コースＡ （公社）土木学会
海岸堤防等 点検・診断 管理技術者 海洋・港湾構造物維持管理士 （一財）沿岸技術研究センター
橋梁（鋼橋） 点検 担当技術者 ＲＣＣＭ（鋼構造及びコンクリート） （一社）建設コンサルタンツ協会
橋梁（鋼橋） 点検 担当技術者 上級土木技術者（橋梁）コースＢ （公社）土木学会
橋梁（鋼橋） 点検 担当技術者 １級土木技術者（橋梁）コースＢ （公社）土木学会
橋梁（鋼橋） 点検 担当技術者 道路橋点検士 （一財）橋梁調査会
橋梁（鋼橋） 点検 担当技術者 一級構造物診断士 （一社）日本構造物診断技術協会
橋梁（鋼橋） 点検 担当技術者 二級構造物診断士 （一社）日本構造物診断技術協会
橋梁（鋼橋） 点検 担当技術者 土木鋼構造診断士 （一社）日本鋼構造協会
橋梁（鋼橋） 点検 担当技術者 土木鋼構造診断士補 （一社）日本鋼構造協会
橋梁（鋼橋） 点検 担当技術者 道守補コース 国立大学法人長崎大学
橋梁（鋼橋） 点検 担当技術者 特定道守コース 国立大学法人長崎大学
橋梁（鋼橋） 点検 担当技術者 道守コース 国立大学法人長崎大学
橋梁（鋼橋） 診断 担当技術者 ＲＣＣＭ（鋼構造及びコンクリート） （一社）建設コンサルタンツ協会
橋梁（鋼橋） 診断 担当技術者 上級土木技術者（橋梁）コースＢ （公社）土木学会
橋梁（鋼橋） 診断 担当技術者 土木鋼構造診断士 （一社）日本鋼構造協会
橋梁（鋼橋） 診断 担当技術者 特定道守（鋼構造）コース 国立大学法人長崎大学
橋梁（鋼橋） 診断 担当技術者 道守コース 国立大学法人長崎大学
橋梁（コンクリート橋） 点検 担当技術者 ＲＣＣＭ（鋼構造及びコンクリート） （一社）建設コンサルタンツ協会
橋梁（コンクリート橋） 点検 担当技術者 上級土木技術者（橋梁）コースＢ （公社）土木学会
橋梁（コンクリート橋） 点検 担当技術者 １級土木技術者（橋梁）コースＢ （公社）土木学会
橋梁（コンクリート橋） 点検 担当技術者 道路橋点検士 （一財）橋梁調査会
橋梁（コンクリート橋） 点検 担当技術者 一級構造物診断士 （一社）日本構造物診断技術協会
橋梁（コンクリート橋） 点検 担当技術者 二級構造物診断士 （一社）日本構造物診断技術協会
橋梁（コンクリート橋） 点検 担当技術者 コンクリート構造診断士 （公社）プレストレストコンクリート工学会
橋梁（コンクリート橋） 点検 担当技術者 プレストレストコンクリート技士 （公社）プレストレストコンクリート工学会
橋梁（コンクリート橋） 点検 担当技術者 コンクリート診断士 （公社）日本コンクリート工学会
橋梁（コンクリート橋） 点検 担当技術者 道守補コース 国立大学法人長崎大学
橋梁（コンクリート橋） 点検 担当技術者 特定道守コース 国立大学法人長崎大学
橋梁（コンクリート橋） 点検 担当技術者 道守コース 国立大学法人長崎大学
橋梁（コンクリート橋） 診断 担当技術者 ＲＣＣＭ（鋼構造及びコンクリート） （一社）建設コンサルタンツ協会
橋梁（コンクリート橋） 診断 担当技術者 上級土木技術者（橋梁）コースＢ （公社）土木学会
橋梁（コンクリート橋） 診断 担当技術者 コンクリート構造診断士 （公社）プレストレストコンクリート工学会
橋梁（コンクリート橋） 診断 担当技術者 特定道守（コンクリート構造）コース 国立大学法人長崎大学
橋梁（コンクリート橋） 診断 担当技術者 道守コース 国立大学法人長崎大学
トンネル 点検 担当技術者 ＲＣＣＭ（トンネル） （一社）建設コンサルタンツ協会
トンネル 点検 担当技術者 道守補コース 国立大学法人長崎大学
トンネル 点検 担当技術者 特定道守コース 国立大学法人長崎大学
トンネル 点検 担当技術者 道守コース 国立大学法人長崎大学
トンネル 診断 担当技術者 ＲＣＣＭ（トンネル） （一社）建設コンサルタンツ協会
港湾施設 点検・診断 管理技術者 海洋・港湾構造物維持管理士 （一財）沿岸技術研究センター
港湾施設 設計 管理技術者 海洋・港湾構造物維持管理士 （一財）沿岸技術研究センター
港湾施設 設計 管理技術者 海洋・港湾構造物設計士 （一財）沿岸技術研究センター
港湾施設 計画策定 管理技術者 海洋・港湾構造物維持管理士 （一財）沿岸技術研究センター

技術者資格登録簿に登録（第1回登録：平成27年1月26日）された「施設分野と業務と資格」の一覧
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登録規程に､位置づけられた１０施設の点検、診断、補修設計業務については、評価する資格に「国土交通省登録技術者資
格」を追加する。

４．「登録規程」に伴う業務区分と資格の評価

業務
区分

資格

計画

測量

調査

設計

点検

診断

①国家資格

・技術士

・博士（研究業務等高度な技術検討や
学術的知見を要する業務に適用）

②民間資格

・ＲＣＣＭ

・地質調査技士（地質調査分野に適用）

・土木学会認定技術者【特別上級、上級、
１級】（土木関係分野に適用）

・コンクリート診断士（コンクリート構造物
の維持・修繕に適用）

・土木鋼構造診断士（鋼構造物の維持・
修繕に適用）等

業務
区分

資格

点検

診断

補修
設計

①国家資格

・技術士

・博士（研究業務等高度な技術検討や学術的知見を要する業務に適用）

②国土交通省登録技術者資格

③上記以外の民間資格

※②国土交通省登録技術者資格以外で、これまで評価していた資格等Ｒ
ＣＣＭ、土木学会認定技術者など、

業務
区分

資格

計画

測量

調査

設計

点検

診断

①国家資格

・技術士

・博士（研究業務等高度な技術検討や学術的知見を要する業務に適用）

②民間資格

・ＲＣＣＭ

・地質調査技士（地質調査分野に適用）

・土木学会認定技術者【特別上級、上級、１級】（土木関係分野に適用）

・コンクリート診断士（コンクリート構造物の維持・修繕に適用）

・土木鋼構造診断士（鋼構造物の維持・修繕に適用）等

現行 改訂

登録規程に位置づけられた業務は、
評価する資格に「国土交通省登録
技術者資格」を追加

登
録
規
程
に
位

置
づ
け
な
し
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配置
技術
者

現行
・

改定

登録規
程の位
置付け

選定、指名段階 特定、入札段階

管
理
技
術
者

現 行
原則として設定 原則として設定

＜運用ガイドライン表３－４＞
①→②の順位で評価。

＜運用ガイドライン表３－４＞
①→②の順位で評価。

改
訂

なし
原則として設定 原則として設定

現行のとおり
＜運用ガイドライン表３－４＞

現行のとおり
＜運用ガイドライン表３－４＞

あり

※１

原則として設定 原則として設定

＜運用ガイドライン 表３－４－１＞
①→②→③の順位で評価。

＜運用ガイドライン 表３－４－１＞
①→②→③の順位で評価。

担
当
技
術
者

現行
設定なし 必要に応じて設定

−
＜運用ガイドライン表３－４＞

①、②は、同等に評価。

改
訂

なし
設定なし 現行のとおり

−
現行のとおり

＜運用ガイドライン表３－４＞

あり
※２

設定なし 原則として設定

−
＜運用ガイドライン 表３－４－１＞

①、②は、同等、③は、次位で評価。

【管理技術者】
※１ 登録規程の位置付けとは、下記にすべて適合する場合をいう。
・発注業務が登録規程別表の施設分野−業務に位置付けがある
・知識・技術を求める者として、管理技術者の位置付けがある

①国家資格
・技術士

・博士（研究業務等高度な技術検討や学術的知見を要する業
務に適用）

②民間資格
・ＲＣＣＭ
・地質調査技士（地質調査分野に適用）

・土木学会認定技術者【特別上級、上級、一級】（土木関係分
野に適用）

・コンクリート診断士（コンクリート構造物の維持・修繕に適用）
・土木鋼構造診断士

（鋼構造物の維持・修繕に適用）等

①国家資格
・技術士

・博士（研究業務等高度な技術検討や学術的知見を要する業
務に適用）

②国土交通省登録資格

③上記以外の民間資格
※②以外で、これまで評価していたＲＣＣＭ、土木学会認定技術

者などの資格等

表３－４ 技術者資格

表３－４－１ 技術者資格

【担当技術者】
※２ 登録規程の位置付けとは、下記にすべて適合する場合をいう。
・発注業務が登録規程別表の施設分野−業務に位置付けがある
・知識・技術を求める者として、担当技術者の位置付けがある

【管理技術者】
・登録規程に位置づけなし → 従来どおり
・登録規程に位置づけあり → 表3-4-1で評価

５．登録資格の活用について

【担当技術者】
・登録規程に位置づけなし → 従来どおり（基本的には、評価しない）
・登録規程に位置づけあり → 選定・指名段階は、評価しない。特定・入札段階に表3-4-1で評価
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橋梁・トンネルの点検診断業務（１）

24

・橋梁定期点検要領で点検員又は、検査員として従事する者。
・道路トンネル定期点検要領で調査職員又は点検員として従事する者。
（点検のみの場合は、点検員のみとする）

橋梁及びトンネルの点検、診断業務における担当技術者の評価の考え方

１．評価する担当技術者
・点検員、検査員及び調査技術員として業務に従事する者を評価の対象とする。

【橋梁】：橋梁定期点検要領の橋梁検査員、橋梁点検員（補助者は対象外）
【トンネル】：道路トンネル定期点検要領の点検員と調査技術者（補助者は対象外）

・技術者資格の人員数の確認する。（氏名及び担当技術者の資格証明は、技術提案書提出時は求めない。）
（①国家資格○人、②国土交通省登録技術者○人、②以外の民間資格○人、 ①②③以外○人で可）

・担当技術者は、施設分野と業務区分で別々の担当技術者でも可。
（鋼橋とコンクリート橋で担当技術者が異なっても可。点検と診断で担当技術者が異なっても可）

◆入札説明書の記載例

・技術者資格を記載する予定担当技術者は、 として予定担当技術 ○○点検要領の○○員

本業務に従事する者である。者の資格

【○○員は、該当する点検要領に記載されている名称を業務区分に応じて選ぶ 】。

例）橋梁点検（診断なし）業務の場合：橋梁定期点検要領の橋梁点検員

例）トンネルの点検と診断の場合：道路トンネル定期点検要領の点検員及び調査技術者

・予定担当技術者について、表－１の技術者資格に該当する人数を記載す

る。

・記載様式は様式－７とする。

【○○は、当該業務に関する点検要領等により 】、
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・橋梁は、施設分野（鋼橋とコンクリート橋）で技術者資格が一部異なることから、施設分野ごとに技術者資格の
人数を記載する。

・業務区分（点検と診断）で技術者資格が異なる場合も、業務区分ごとに技術者資格の人数を記載する。
・様式－７に予定担当技術者の技術者資格の人員数を記載する。

担当技術者の技術者資格に対する人員の記載例

橋梁・トンネルの点検診断業務（２）

４人の技術者資格
担当Ａ：技術士（建設部門－道路） （※双方で①に該当）

担当Ｂ：コンクリート診断士（※コンクリート橋で②に該当、鋼橋
では、②③以外）

担当Ｃ：土木学会の１級（鋼・コンクリート）（※双方で③に該当）
担当Ｄ：①②③以外の資格

鋼橋の点検に従事する
者（２人）

担当Ａ
担当Ｃ

コンクリート橋の点検に
従事する者（４人）

担当Ａ
担当Ｂ
担当Ｃ
担当Ｄ

◆様式－７の記載例

予定担当技術者の技術者資格（施設分野：鋼橋、業務区分：点検） 
① 技術士 １人

② 国土交通省登録技術者資格 ０人
③ ②以外の民間資格 １人
④ ①②③以外 ０人
予定担当技術者の技術者資格（施設分野：コンクリート橋、業務区分：点検） 
① 技術士 １人

② 国土交通省登録技術者資格 １人
③ ②以外の民間資格 １人
④ ①②③以外 １人
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